
要
旨　
本
法
律
案
は
、
外
国
人
登
録
事
務
の
簡
素
化
及
び
合
理
化
を
図
り
、

財
政
支
出
の
効
率
化
に
資
す
る
た
め
、
必
要
な
措
置
を
講
じ
よ
う
と

す
る
も
の
で
あ
つ
て
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
新
規
登
録
、
登
録
証
明
書
の
引
替
交
付
、
再
交
付
及
び
登
録
事

　
項
の
確
認
の
各
申
請
に
際
し
写
真
三
葉
を
提
出
す
る
こ
と
と
な
つ

　
て
い
る
の
を
、
二
葉
で
足
り
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二
、
市
町
村
長
は
、
登
録
原
票
の
写
票
二
葉
を
作
成
し
、
都
道
府
県

　
知
事
及
び
都
道
府
県
知
事
経
由
法
務
大
臣
に
各
一
葉
を
送
付
す
る

　
こ
と
と
な
つ
て
い
る
の
を
、
一
葉
を
作
成
し
て
都
道
府
県
知
事
経

由
法
務
大
臣
に
送
付
す
れ
ば
足
り
る
こ
と
と
し
、
都
道
府
県
知
事

の
行
う
こ
と
と
な
つ
て
い
る
写
票
の
分
類
整
理
事
務
を
廃
止
す
る

こ
と
。

三
、
返
納
さ
れ
た
登
録
証
明
書
を
市
町
村
長
か
ら
法
務
大
臣
に
送
付

さ
せ
る
手
続
を
廃
止
す
る
こ
と
。

四
、
本
法
律
は
、
昭
和
五
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。
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要
旨
　

本
法
律
案
は
、
一
年
限
り
の
特
例
措
置
と
し
て
、
昭
和
五
十
六
年

分
の
所
得
税
に
つ
い
て
、
特
別
減
税
を
行
お
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、

そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
特
別
減
税
の
額
は
、
本
人
五
百
円
に
控
除
対
象
配
偶
者
又
は
扶

　

養
親
族
一
人
に
つ
き
五
百
円
を
加
算
し
た
も
の
と
し
、
そ
の
金
額

　

が
そ
の
者
の
特
別
減
税
前
の
所
得
税
額
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当

　

該
特
別
減
税
前
の
所
得
税
額
相
当
額
と
す
る
。

二
、
特
別
減
税
の
実
施
方
法
に
つ
い
て
は
、
確
定
申
告
者
は
、
昭
和

　

五
十
六
年
分
の
所
得
税
に
係
る
確
定
申
告
書
の
提
出
の
際
に
、
特

　

別
減
税
前
の
所
得
税
額
か
ら
控
除
し
、
給
与
所
得
者
は
、
昭
和
五

　

十
六
年
中
の
給
与
等
の
年
末
調
整
の
際
に
、
年
末
調
整
に
よ
る
年

　

税
額
か
ら
特
別
減
税
の
額
を
控
除
す
る
。

　

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
租
税
の
減
収
見
込
額
は
、
約
四
百
八

　

十
四
億
円
で
あ
る
。

委
員
長
報
告

　
　

た
だ
い
ま
議
題
と
な
り
ま
し
た
昭
和
五
十
六
年
分
所
得
税
の
特
別

　

減
税
の
た
め
の
臨
時
措
置
法
案
に
つ
き
ま
し
て
、
本
委
員
会
に
お
け

　

る
審
査
の
経
過
及
び
結
果
を
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。

　
　

本
案
は
、
衆
議
院
大
蔵
委
員
長
提
出
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
し
て
、

　

一
年
限
り
の
特
例
措
置
と
し
て
、
昭
和
五
十
六
年
分
の
所
得
税
に
つ

　

い
て
特
別
減
税
を
行
お
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　
　

特
別
減
税
の
額
は
、
本
人
五
百
円
、
控
除
対
象
配
偶
者
ま
た
は
扶

　

養
親
族
一
人
に
つ
き
五
百
円
と
し
、
特
別
減
税
の
実
施
方
法
に
つ
い

　

て
は
、
申
告
所
得
者
は
確
定
申
告
書
の
提
出
の
際
に
、
給
与
所
得
者

　

は
年
末
調
整
の
際
に
、
年
税
額
か
ら
特
別
減
税
の
額
を
控
除
す
る
こ

　

と
と
し
て
お
り
ま
す
。

　
　

な
お
、
特
別
減
税
に
よ
る
租
税
の
減
収
額
は
約
四
百
八
十
四
億
円

　

と
見
込
ま
れ
て
お
り
ま
す
。

　
　

委
員
会
に
お
き
ま
し
て
は
、
質
疑
、
討
論
な
く
、
採
決
の
結
果
、

　

本
案
は
全
会
一
致
を
も
っ
て
原
案
ど
お
り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定

　

い
た
し
ま
し
た
。

　
　

以
上
、
御
報
告
申
し
上
げ
ま
す
。




